予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名　「ライフプランを考える」啓発プロジェクト事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部　子ども・女性局　子ども・女性政策課　少子化対策係　電話番号：058-272-1111（内2683）
　  　　  　E-mail：c11234@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　4,512千円（前年度予算額：3,500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,500
	3,500
	
	
	
	
	
	
	0

	要求額
	4,512
	4,512
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	4,512
	4,512
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・少子化の大きな要因として、非婚化・晩婚化が近年加速していること、非正規雇用の増加により結婚できない若者の増加があげられる。また、晩婚化に伴い高齢出産や不妊治療受診が増加している。

・このような現状を解消するため、人生の早い時期に就労・結婚・出産・子育て等の人生設計を考える機会の提供が求められている。
（２）事業内容

　・人生の早い時期において、就労・結婚・出産・子育て等の人生設計を考える若者（大学生・高校生等）向けの啓発冊子の配布、セミナーの開催を行い、若者に家族や子どもを持つことを前向きにとらえてもらう機会を提供する。

ア　啓発冊子の作成

　　　今後の人生設計を考えるうえで必要な知識等を盛り込んだ冊子を作成し、高校の家庭科の授業等で副読本として使用する。

新イ　セミナーの開催

　　　自らの将来について考える機会を提供し、若い時から前向きな結婚観・家庭感の醸成を図るための大学生向けのセミナーを開催する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　県が全額負担
（４）類似事業の有無
　　有　【類似事業】いのちの教育（性教育）
　　　「いのちの教育（性教育）」を推進するため、西濃保健所・岐阜保健所では「いのちの教育」を実践する講師の情報や両保健所が保管する教材を紹介するものであり、本事業の趣旨とは異なる。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	32
	報償費

	旅費
	71
	費用弁償、業務旅費

	需用費
	2,430
	印刷製本費

	役務費
	10
	通信運搬費

	委託料
	1,969
	セミナー開催

	合計
	4,512
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　岐阜県少子化対策基本計画
（２）国・他県の状況

　　【冊子・リーフレット】
　　　・ライフデザイン啓発冊子「未来へ～ライフデザインを描く～」（大分県）
　　　・高校生向けリーフレット「～恋愛・結婚から出産・子育てまで　人生のライフステージを応援します～」（福井県）

【講座】
　　　・「ライフデザイン講座」（大分県）

　　　・「ライフ×デザイン公開講座」（愛媛県）
　　　・「高校生ライフデザインセミナー」（山形県、福井県）

（３）事業主体及びその妥当性
　　県下全域を対象に実施するものであるため、県が事業主体として妥当である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　８月までに高校生向け啓発冊子を作成する。
　大学生向けセミナーは平成27年度は３校にて開催する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	大学生向けセミナー開催
	0校
	
	
	
	3校
（毎年）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　平成26年6月　県内の高校家庭科教諭にアンケート調査

　平成26年7月　プロポーザル評価会議の開催、委託業者を選定

　平成26年8月～11月　冊子作成

　平成26年12月　県内の高校、市町村へ配布（予定）

　平成27年2月　県家庭・福祉課担当者会議で発表（予定）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

平成26年6月に県内の高校家庭科教諭に対して行ったアンケート調査の結果、冊子に対する期待・要望が多く寄せられ、また授業でぜひ活用したいとの声も多く寄せられている。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	　少子化の大きな要因として、非婚化・晩婚化が近年加速していること、非正規雇用の増加により結婚できない若者の増加があげられる。また、晩婚化に伴い高齢出産や不妊治療受診が増加している。こうした背景を受けて、若い世代に対し人生の早い段階から人生設計を考える機会を提供し啓発していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・ライフプランの啓発、人生早い時期からの正しい知識の普及促進のためには、事業の継続実施が必要。また、更なる普及促進のためには、対象を拡大し、ライフプランについて考える機会を多世代に提供していくことが必要。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　啓発冊子の配布、セミナーの開催を継続していくことにより、若い世代に対して人生の早い段階から人生設計を考える機会を提供、普及啓発していく。


